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公共工事の品質確保の促進に関する法律（抄） 

 

平成17年３月31日 法律第18号 

  最近改正 令和６年６月19日 法律第54号 

 

 第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この法律は、公共工事の品質確保が、良質な社会資本の整備を通じて、 

豊かな国民生活の実現及びその安全の確保、環境の保全（良好な環境の創出 

を含む。）、自立的で個性豊かな地域社会の形成等に寄与するものであると 

ともに、現在及び将来の世代にわたる国民の利益であることに鑑み、公共工

事の品質確保に関する基本理念、国等の責務、基本方針の策定等その担い手

の中長期的な育成及び確保の促進その他の公共工事の品質確保の促進に関す

る基本的事項を定めることにより、現在及び将来の公共工事の品質確保の促

進を図り、もって国民の福祉の向上及び国民経済の健全な発展に寄与するこ

とを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この法律において「公共工事」とは、公共工事の入札及び契約の適正 

化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）第２条第２項に規定する公共 

工事をいう。 

２ この法律において「公共工事に関する調査等」とは、公共工事に関し、国、

特殊法人等（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第２条第

１項に規定する特殊法人等をいう。以下同じ。）又は地方公共団体が発注す

る測量、地質調査その他の調査（点検及び診断を含む。）及び設計（以下「調

査等」という。）をいう。 

 （基本理念） 

第３条 公共工事の品質は、公共工事が現在及び将来における国民生活及び経

済活動の基盤となる社会資本を整備するものとして社会経済上重要な意義を

有することに鑑み、国及び地方公共団体並びに公共工事等（公共工事及び公
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共工事に関する調査等をいう。以下同じ。）の発注者及び受注者がそれぞれ

の役割を果たすことにより、現在及び将来の国民のために確保されなければ

ならない。 

２ 公共工事の品質は、建設工事が、目的物が使用されて初めてその品質を確

認できること、その品質が工事等（工事及び調査等をいう。以下同じ。）の

受注者の技術的能力に負うところが大きいこと、個別の工事により条件が異

なること等の特性を有することに鑑み、経済性に配慮しつつ価格以外の多様

な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなされるこ

とにより、確保されなければならない。 

３ 公共工事の品質は、施工技術及び調査等に関する技術の維持向上が図られ、

並びにそれらを有する者等が公共工事の品質確保の担い手として中長期的に

育成され、及び確保されることにより、将来にわたり確保されなければならな

い。 

４ 公共工事の品質は、公共工事等の発注者（以下単に「発注者」という。）

の能力及び体制を考慮しつつ、工事等の性格、地域の実情等に応じて多様な入

札及び契約の方法の中から適切な方法が選択されることにより、確保されなけ

ればならない。 

５ 公共工事の品質は、これを確保する上で工事等の効率性、安全性、環境へ

の影響等が重要な意義を有することに鑑み、地盤の状況に関する情報その他の

工事等に必要な情報が的確に把握され、より適切な技術又は工夫が活用される

ことにより、確保されなければならない。 

６ 公共工事の品質は、公共工事等に関する技術の研究開発並びにその成果の

普及及び実用化が適切に推進され、その技術が新たな技術として活用されるこ

とにより、将来にわたり確保されなければならない。 

７ 公共工事の品質は、完成後の適切な点検、診断、維持、修繕その他の維持

管理により、将来にわたり確保されなければならない。 

８ 公共工事の品質は、地域において災害時における対応を含む社会資本の維

持管理が適切に行われるよう、地域の実情を踏まえ地域における公共工事の品

質確保の担い手が育成され、及び確保されるとともに、災害応急対策又は災害

復旧に関する工事等（以下「災害応急対策工事等」という。）が迅速かつ円滑
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に実施される体制が整備されることにより、将来にわたり確保されなければな

らない。 

９ 公共工事の品質は、これを確保する上で公共工事等の受注者のみならず下

請負人及びこれらの者に使用される技術者、技能労働者等がそれぞれ重要な役

割を果たすことに鑑み、公共工事等における請負契約（下請契約を含む。）の

当事者が、各々の対等な立場における合意に基づいて、市場における労務の取

引価格、健康保険法（大正11年法律第70号）等の定めるところにより事業主が

納付義務を負う保険料（第８条第２項及び第27条第１項において単に「保険料」

という。）等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期又は調査等

の履行期（以下「工期等」という。）を定める公正な契約を締結し、その請負

代金をできる限り速やかに支払う等信義に従って誠実にこれを履行するとと

もに、公共工事等に従事する者の賃金、労働時間、休日その他の労働条件、安

全衛生その他の労働環境の適正な整備について配慮がなされることにより、確

保されなければならない。 

10 公共工事の品質確保に当たっては、公共工事等の入札及び契約の過程並び

に契約の内容の透明性並びに競争の公正性が確保されること、談合、入札談合

等関与行為その他の不正行為の排除が徹底されること、その請負代金の額によ

っては公共工事等の適正な実施が通常見込まれない契約の締結が防止される

こと並びに契約された公共工事等の適正な実施が確保されることにより、公共

工事等の受注者（以下単に「受注者」という。）としての適格性を有しない建

設業者等が排除されること等の入札及び契約の適正化が図られるように配慮

されなければならない。 

11 公共工事の品質確保に当たっては、民間事業者の能力が適切に評価され、

並びに公共工事等の入札及び契約に適切に反映されること、民間事業者の積極

的な技術提案（公共工事等に関する技術又は工夫についての提案をいう。以下

同じ。）及び創意工夫が活用されること等により民間事業者の能力が活用され

るように配慮されなければならない。 

12 公共工事の品質確保に当たっては、新たな技術を活用した資材、機械、工

法等の採用が公共工事の品質の向上に及ぼす効果が適切に評価されること等

により、新たな技術の活用が価格のみを理由として妨げられることのないよう

に配慮されなければならない。 
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13 公共工事の品質確保に当たっては、調査等、施工及び維持管理の各段階に

おける情報通信技術（デジタル社会形成基本法（令和３年法律第35号）第２条

に規定する情報通信技術をいう。以下同じ。）の活用（当該各段階におけるデ

ータ（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録に記録された情報をいう。以下この項において同じ。）

の適切な引継ぎ及び多様かつ大量のデータの適正かつ効果的な活用を含む。以

下同じ。）等を通じて、その生産性の向上が図られるように配慮されなければ

ならない。 

14 公共工事の品質確保に当たっては、脱炭素化（脱炭素社会（地球温暖化対

策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）第２条の２に規定する脱炭素

社会をいう。）の実現に寄与することを旨として、社会経済活動その他の活動

に伴って発生する温室効果ガス（同法第２条第３項に規定する温室効果ガスを

いう。）の排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化を行うことをいう。

第７条第１項第２号において同じ。）に向けた技術又は工夫が活用されるよう

に配慮されなければならない。 

15 公共工事の品質確保に当たっては、公共工事に関する調査等の業務の内容

に応じて必要な知識又は技術を有する者の能力がその者の有する資格等によ

り適切に評価され、及びそれらの者が十分に活用されなければならない。 

 （国の責務） 

第４条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、公 

共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務 

を有する。 

 （地方公共団体の責務） 

第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、その地域の実情を踏まえ、公

共工事の品質確保の促進に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国及び地方公共団体の相互の連携及び協力） 

第６条 国及び地方公共団体は、公共工事の品質確保の促進に関する施策の策

定及び実施に当たっては、基本理念の実現を図るため、相互に緊密な連携を図

りながら協力しなければならない。 

 （発注者等の責務） 



1 - 7 - 5 

第７条 発注者は、基本理念にのっとり、現在及び将来の公共工事の品質が確

保されるよう、公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成及び確保に配慮

しつつ、公共工事等の仕様書及び設計書の作成、予定価格の作成、入札及び契

約の方法の選択、契約の相手方の決定、工事等の監督及び検査並びに工事等の

実施中及び完了時の施工状況又は調査等の状況（以下「施工状況等」という。）

の確認及び評価その他の事務（以下「発注関係事務」という。）を、次に定め

るところによる等適切に実施しなければならない。 

(1) 公共工事等を実施する者が、公共工事の品質確保の担い手が中長期的に

育成され及び確保されるための適正な利潤を確保することができるよう、

適切に作成された仕様書及び設計書に基づき、経済社会情勢の変化を勘案

し、市場における労務及び資材等の取引価格、健康保険法等の定めるとこ

ろにより事業主が納付義務を負う保険料、公共工事等に従事する者の業務

上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険契約の保険料、

第５項の協定に基づき発注者がその実施を要請する災害応急対策工事等に

係る次条第５項の保険契約の保険料、工期等、公共工事等の実施の実態等

を的確に反映した積算を行うことにより、予定価格を適正に定めること。 

(2) 価格に加え、工期、安全性、生産性、脱炭素化に対する寄与の程度その

他の要素を考慮して総合的に価値の最も高い資材、機械、工法等（新たな

技術を活用した資材、機械、工法等を含む。第６号において「総合的に価

値の最も高い資材等」という。）を採用するに当たっては、これに必要な

費用を適切に反映した積算を行うことにより、予定価格を適正に定めるこ

と。 

(3) 入札に付しても定められた予定価格に起因して入札者又は落札者がなか

ったと認める場合において更に入札に付するとき、災害その他の特別な事

情により通常の積算の方法によっては適正な予定価格の算定が困難と認め

るときその他必要があると認めるときは、入札に参加する者から当該入札

に係る工事等の全部又は一部の見積書を徴することその他の方法により積

算を行うことにより、適正な予定価格を定め、できる限り速やかに契約を

締結するよう努めること。 

(4) 災害時においては、手続の透明性及び公正性の確保に留意しつつ、災害

応急対策又は緊急性が高い災害復旧に関する工事等にあっては随意契約を、
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その他の災害復旧に関する工事等にあっては指名競争入札を活用する等緊

急性に応じた適切な入札及び契約の方法を選択するよう努めること。 

(5)  その請負代金の額によっては公共工事等の適正な実施が通常見込まれな

い契約の締結を防止するため、その入札金額によっては当該公共工事等の

適正な実施が通常見込まれない契約となるおそれがあると認められる場合

の基準又は最低制限価格の設定その他の必要な措置を講ずること。 

(6) 公共工事等の発注に関し、経済性に配慮しつつ、総合的に価値の最も高

い資材等を採用するよう努めること。 

(7) 地域における公共工事の品質確保の担い手が中長期的に育成され及び確

保されるよう、地域の実情を踏まえ、競争に参加する者に必要な資格、発

注しようとする公共工事等の規模その他の入札に関する事項を適切に定め

ること。 

(8) 地域における公共工事の品質確保の担い手がその地域で十分に普及して

いない技術を円滑に習得することができるよう、発注又は契約の相手方の

選定に関し、必要に応じて、当該技術を有する民間事業者と当該地域の民

間事業者との連携及び技術的な協力のために必要な措置を講ずること。 

(9) 災害からの迅速な復旧復興に資するよう、発注又は契約の相手方の選定

に関し、必要に応じて、災害からの迅速な復旧復興に資する事業のために

必要な能力を有する民間事業者と地域の民間事業者との連携及び協力のた

めに必要な措置を講ずること。 

(10) 地域における公共工事等の実施の時期の平準化を図るため、計画的に発

注を行うとともに、工期等が１年に満たない公共工事等についての繰越明

許費（財政法（昭和22年法律第34号）第14条の３第２項に規定する繰越明

許費又は地方自治法（昭和22年法律第67号）第213条第２項に規定する繰越

明許費をいう。第12号において同じ。）又は財政法第15条に規定する国庫

債務負担行為若しくは地方自治法第214条に規定する債務負担行為の活用

による翌年度にわたる工期等の設定、他の発注者との連携による中長期的

な公共工事等の発注の見通しの作成及び公表その他の必要な措置を講ずる

こと。 

(11) 公共工事等に従事する者の労働時間その他の労働条件が適正に確保され

るよう、公共工事等に従事する者の休日、工事等の実施に必要な準備期間、
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天候その他のやむを得ない事由により工事等の実施が困難であると見込ま

れる日数等を考慮し、適正な工期等を設定すること。 

(12) 設計図書（仕様書、設計書及び図面をいう。以下この号において同じ。）

に適切に施工条件又は調査等の実施の条件を明示するとともに、設計図書

に示された施工条件と実際の工事現場の状態が一致しない場合、設計図書

に示されていない施工条件又は調査等の実施の条件について予期すること

ができない特別な状態が生じた場合その他の場合において必要があると認

められるときは、適切に設計図書の変更及びこれに伴い必要となる請負代

金の額又は工期等の変更を行うこと。この場合において、工期等が翌年度

にわたることとなったときは、繰越明許費の活用その他の必要な措置を適

切に講ずること。 

(13) 公共工事の契約において市場における労務及び資材等の取引価格の変動

に基づく請負代金の額の変更及びその適切な算定方法に関する定めを設け、

当該定めの適用に関する基準を策定するとともに、当該契約の締結後に当

該変動が生じたときは、当該契約及び当該基準に基づき適切に請負代金の

額の変更を行うこと。 

(14) 公共工事等の監督及び検査並びに施工状況等の確認及び評価に当たって

は、積極的な情報通信技術の活用を図るとともに、必要に応じて、発注者

及び受注者以外の者であって専門的な知識又は技術を有するものによる、

工事等が適正に実施されているかどうかの確認の結果の活用を図るよう努

めること。 

(15) 必要に応じて完成後の一定期間を経過した後において施工状況の確認及

び評価を実施するよう努めること。 

２ 発注者は、公共工事の施工状況の評価に関する資料その他の資料が将来に

おける自らの発注に、及び発注者間においてその発注に相互に、有効に活用さ

れるよう、その評価の標準化のための措置並びにこれらの資料の保存のための

データベースの整備及び更新その他の必要な措置を講じなければならない。 

３ 発注者は、発注関係事務を適切に実施するため、その実施に必要な知識又

は技術を有する職員の育成及び確保、必要な職員の配置その他の体制の整備に

努めるとともに、他の発注者と情報交換を行うこと等により連携を図るよう努

めなければならない。 
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４ 発注者は、発注者及び受注者の負担の軽減に資するよう、発注関係事務の

実施に関し、情報通信技術の活用等に努めなければならない。 

５ 発注者は、災害応急対策又は災害復旧に関する工事等が迅速かつ円滑に実

施されるよう、あらかじめ、建設業法（昭和24年法律第100号）第27条の37に

規定する建設業者団体（第26条及び第31条において単に「建設業者団体」とい

う。）その他の者との災害応急対策又は災害復旧に関する工事等の実施に関す

る協定の締結その他必要な措置を講ずるよう努めるとともに、他の発注者と連

携を図るよう努めなければならない。 

６ 発注者は、災害応急対策工事等の迅速かつ円滑な実施に資するため、公共

工事の目的物の被害状況の把握に関し、当該目的物の整備及び維持管理につい

て必要な知識及び経験を有する者を活用するよう努めなければならない。 

７ 国、特殊法人等及び地方公共団体は、公共工事の目的物の維持管理を行う

に際しては、当該目的物の備えるべき品質が将来にわたり確保されるよう、維

持管理の担い手の中長期的な育成及び確保並びに生産性の向上に配慮しつつ、

情報通信技術の活用等により、当該目的物について、適切に点検、診断、維持、

修繕等を実施するよう努めなければならない。この場合において、当該目的物

の維持管理を広域的又は包括的に行うときは、必要な連携体制の構築に努めな

ければならない。 

 （受注者等の責務） 

第８条 受注者は、基本理念にのっとり、契約された公共工事等を適正に実施

しなければならない。 

２ 公共工事等を実施する者は、下請契約を締結するときは、下請負人に使用

される技術者、技能労働者等の賃金、労働時間、休日その他の労働条件、安全

衛生その他の労働環境が適正に整備されるよう、市場における労務の取引価格、

保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期等を定める下

請契約を締結しなければならない。 

３ 公共工事等を実施する者（公共工事等を実施する者となろうとする者を含

む。次項において同じ。）は、契約された又は将来実施することとなる公共工

事等の適正な実施のために必要な技術的能力（新たな技術を活用した資材、機

械、工法等を効果的に活用する能力を含む。）の向上、情報通信技術を活用し

た公共工事等の実施の効率化等による生産性の向上並びに技術者、技能労働者
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等の育成及び確保並びにこれらの者に係る賃金、労働時間、休日その他の労働

条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならない。 

４ 公共工事等を実施する者は、その使用する者の有する能力に応じた適切な

処遇を確保するとともに、外国人等を含む多様な人材がその有する能力を有

効に発揮できるよう、その従事する職業に適応することを容易にするための

措置の実施その他の雇用管理の改善に努めなければならない。 

５ 前条第５項の協定に基づき災害応急対策工事等を実施する受注者は、当該

災害応急対策工事等に従事する者の業務上の負傷等に対する補償及び当該災

害応急対策工事等の実施について第三者に加えた損害の賠償に必要な金額を

担保するため、当該災害応急対策工事等の実施に当たり、適切な保険契約を

締結するよう努めなければならない。 

第２章 基本方針等 

 （基本方針） 

第９条 政府は、公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進する 

ための基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項 

(2) 公共工事の品質確保の促進のための施策に関する基本的な方針 

３ 基本方針の策定に当たっては、特殊法人等及び地方公共団体の自主性に配

慮しなければならない。 

４ 政府は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければなら 

ない。 

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

 （基本方針に基づく責務） 

第10条 各省各庁の長（財政法第20第２項に規定する各省各庁の長をいう。）、

特殊法人等の代表者（当該特殊法人等が独立行政法人（独立行政法人通則法

（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。）で

ある場合にあっては、その長）及び地方公共団体の長は、基本方針に定める

ところに従い、公共工事の品質確保の促進を図るため必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 
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 （関係行政機関の協力体制） 

第11条 政府は、基本方針の策定及びこれに基づく施策の実施に関し、関係行 

政機関による協力体制の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。 

第３章 多様な入札及び契約の方法等 

第１節 競争参加者の技術的能力の審査等 

 （競争参加者の技術的能力の審査） 

第12条 発注者は、その発注に係る公共工事等の契約につき競争に付するとき

は、競争に参加しようとする者について、工事等の経験、施工状況等の評価、

当該公共工事等に配置が予定される技術者の経験又は有する資格その他競争

に参加しようとする者の技術的能力に関する事項を審査しなければならない。 

（競争参加者の中長期的な技術的能力の確保に関する審査等） 

第13条 発注者は、その発注に係る公共工事等の契約につき競争に付するとき

は、当該公共工事等の性格、地域の実情等に応じ、競争に参加する者（競争に

参加しようとする者を含む。以下同じ。）について、若年の技術者、技能労働

者等の育成及び確保の状況、建設機械の保有の状況、災害時における工事等の

実施体制の確保の状況等に関する事項を適切に審査し、又は評価するよう努め

なければならない。 

第２節 多様な入札及び契約の方法 

（多様な入札及び契約の方法の中からの適切な方法の選択） 

第14条 発注者は、入札及び契約の方法の決定に当たっては、その発注に係る

公共工事等の性格、地域の実情等に応じ、この節に定める方式その他の多様な

方法の中から適切な方法を選択し、又はこれらの組合せによることができる。 

（競争参加者等の技術提案を求める方式） 

第15条 発注者は、競争に参加する者に対し、技術提案を求めるよう努めなけ

ればならない。ただし、発注者が、当該公共工事等の内容に照らし、その必要

がないと認めるときは、この限りでない。 

２ 発注者は、前項の規定により技術提案を求めるに当たっては、競争に参加

する者の技術提案に係る負担に配慮しなければならない。 

３ 発注者は、競争に付された公共工事等につき技術提案がされたときは、こ

れを適切に審査し、及び評価しなければならない。この場合において、発注者
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は、中立かつ公正な審査及び評価が行われるようこれらに関する当事者からの

苦情を適切に処理することその他の必要な措置を講ずるものとする。 

４ 発注者は、競争に付された公共工事等を技術提案の内容に従って確実に実

施することができないと認めるときは、当該技術提案を採用しないことができ

る。 

５ 発注者は、競争に参加する者に対し技術提案を求めて落札者を決定する場

合には、あらかじめその旨及びその評価の方法を公表するとともに、その評価

の後にその結果を公表しなければならない。ただし、公共工事の入札及び契約

の適正化の促進に関する法律第４条から第８条までに定める公共工事の入札

及び契約に関する情報の公表がなされない公共工事についての技術提案の評

価の結果については、この限りでない。 

６ 発注者は、その発注に係る公共工事に関する調査等の契約につき競争に付

さないときは、受注者となろうとする者に対し、技術提案を求めるよう努めな

ければならない。ただし、発注者が、当該公共工事に関する調査等の内容に照

らし、その必要がないと認めるときは、この限りでない。 

７ 第２項から第５項まで（同項ただし書を除く。）の規定は、前項に規定す

る場合において、技術提案がされたときについて準用する。この場合において、

第２項中「前項」とあるのは「第６項」と、第３項及び第４項中「競争に付さ

れた公共工事等」とあるのは「競争に付されなかった公共工事に関する調査等」

と、第５項中「落札者」とあるのは「受注者」と読み替えるものとする。 

（段階的選抜方式） 

第16条 発注者は、競争に参加する者に対し技術提案を求める方式による場合

において競争に参加する者の数が多数であると見込まれるときその他必要が

あると認めるときは、必要な施工技術又は調査等の技術を有する者が新規に競

争に参加することが不当に阻害されることのないように配慮しつつ、当該公共

工事等に係る技術的能力に関する事項を評価すること等により一定の技術水

準に達した者を選抜した上で、これらの者の中から落札者を決定することがで

きる。 

 （技術提案の改善） 

第17条 発注者は、技術提案をした者に対し、その審査において、当該技術提 

案についての改善を求め、又は改善を提案する機会を与えることができる。 



1 - 7 - 12 

この場合において、発注者は、技術提案の改善に係る過程について、その概 

要を公表しなければならない。 

２ 第15条第５項ただし書の規定は、技術提案の改善に係る過程の概要の公表

について準用する。 

（技術提案の審査及び価格等の交渉による方式） 

第18条 発注者は、当該公共工事等の性格等により当該工事等の仕様の確定が

困難である場合において自らの発注の実績等を踏まえ必要があると認めると

きは、技術提案を公募の上、その審査の結果を踏まえて選定した者と工法、価

格等の交渉を行うことにより仕様を確定した上で契約することができる。この

場合において、発注者は、技術提案の審査及び交渉の結果を踏まえ、予定価格

を定めるものとする。 

２ 発注者は、前項の技術提案の審査に当たり、中立かつ公正な審査が行われ

るよう、中立の立場で公正な判断をすることができる学識経験者の意見を聴く

とともに、当該審査に関する当事者からの苦情を適切に処理することその他の

必要な措置を講ずるものとする。 

３ 発注者は、第１項の技術提案の審査の結果並びに審査及び交渉の過程の概

要を公表しなければならない。 

 （高度な技術等を含む技術提案を求めた場合の予定価格） 

第19条 発注者は、前条第１項の場合を除くほか、高度な技術又は優れた工夫

を含む技術提案を求めたときは、当該技術提案の審査の結果を踏まえて、予

定価格を定めることができる。この場合において、発注者は、当該技術提案

の審査に当たり、中立の立場で公正な判断をすることができる学識経験者の

意見を聴くものとする。 

（地域における社会資本の維持管理に資する方式） 

第20条 発注者は、公共工事等の発注に当たり、地域における社会資本の維持

管理の効率的かつ持続的な実施のために必要があると認めるときは、地域の実

情に応じ、次に掲げる方式等を活用するものとする。 

(1) 工期等が複数年度にわたる公共工事等を一の契約により発注する方式 

(2) 複数の公共工事等を一の契約により発注する方式 

(3) 複数の建設業者等により構成される組合その他の事業体が競争に参加す



1 - 7 - 13 

ることができることとする方式 

第３節 発注関係事務を適切に実施することができる者の活用及び発注者

に対する支援等 

（競争が存在しないことの確認による方式） 

第21条 発注者は、その発注に係る公共工事等に必要な技術、設備又は体制等

からみて、その地域において受注者となろうとする者が極めて限られており、

当該地域において競争が存在しない状況が継続すると見込まれる公共工事等

の契約について、当該技術、設備又は体制等及び受注者となることが見込ま

れる者が存在することを明示した上で公募を行い、競争が存在しないことを

確認したときは、随意契約によることができる。 

 （発注関係事務を適切に実施することができる者の活用等） 

第22条 発注者は、その発注に係る公共工事等が専門的な知識又は技術を必要

とすること、職員の不足その他の理由により自ら発注関係事務を適切に実施

することが困難であると認めるときは、国、地方公共団体その他法令又は契

約により発注関係事務の全部又は一部を行うことができる者の能力を活用す

るよう努めなければならない。この場合において、発注者は、発注関係事務

を適正に行うことができる知識及び経験を有する職員が置かれていること、

法令の遵守及び秘密の保持を確保できる体制が整備されていることその他発

注関係事務を公正に行うことができる条件を備えた者を選定するものとする。 

２ 発注者は、前項の場合において、契約により発注関係事務の全部又は一部 

を行うことができる者を選定したときは、その者が行う発注関係事務の公正 

性を確保するために必要な措置を講ずるものとする。 

３ 第１項の規定により、契約により発注関係事務の全部又は一部を行う者は、

基本理念にのっとり、発注関係事務を適切に実施しなければならない。 

４ 国及び都道府県は、発注者を支援するため、専門的な知識又は技術を必要

とする発注関係事務を適切に実施することができる者の育成及びその活用の

促進、発注関係事務を公正に行うことができる条件を備えた者の適切な評価及

び選定に関する協力、発注関係事務に関し助言その他の援助を適切に行う能力

を有する者の活用の促進、発注者間の連携体制の整備その他の必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 
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５ 国及び都道府県は、発注者が発注関係事務の適切な実施に必要な知識又は

技術を有する職員を育成することを支援するため、講習会の開催、自らが実施

する研修への発注者の職員の受入れ、民間団体による研修の活用の促進その他

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（発注関係事務の実施に関する助言等） 

第23条 国は、発注者の発注関係事務の実施の実態を調査し、及びその結果を

公表するよう努めるとともに、その結果を踏まえ、発注者が発注関係事務を

適切に実施することができるよう、必要な助言を行わなければならない。 

 

（第24条 発注関係事務の運用に関する指針～第25条 国の援助 省 略） 

 

第４章 公共工事の品質確保のための基盤の整備等 

（職業訓練実施者に対する支援等） 

第26条 国及び地方公共団体は、公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育

成及び確保のため、工事等に関する専門的な知識又は技術を有する人材を育

成するための職業訓練を実施する者に対する支援等、工事等に関する基礎的

な知識及び技能を習得させるための教育を行う高等学校等と民間事業者及び

建設業者団体等との間の連携の促進並びに外国人等を含む多様な人材の確保

等に必要な環境の整備の促進について必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。 

 

（第27条 労務費等に関する実態調査等～第29条 研究開発の安定的な推進 省 略）  

 

（地方公共団体の関係部局の連携） 

第30条 地方公共団体は、公共工事等の実施の時期の平準化を図るための措置

に関する施策その他の公共工事の品質確保の促進に関する施策の実施に当た

っては、公共工事等の入札及び契約に関する業務を担当する部局、公共工事等

の実施に関する業務を担当する部局、財政に関する業務を担当する部局その他

の関係部局の相互の緊密な連携を確保するよう努めなければならない。 

（国民の関心及び理解の増進） 

第31条 国及び地方公共団体は、建設業者団体等と連携しつつ、公共工事の品
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質確保及びその担い手の活動（災害時における活動を含む。）の重要性に関す

る国民の関心と理解を深めるため、それらに関する広報活動及び啓発活動の充

実その他の必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

（公共工事に関する調査等に係る資格等に関する検討） 

第32条 国は、公共工事に関する調査等に関し、その業務の内容に応じて必要

な知識又は技術を有する者の能力がその者の有する資格等により適切に評価

され、及びそれらの者が十分に活用されるようにするため、公共工事に関する

調査等の担い手の中長期的な育成及び確保に留意して、これらに係る資格等の

評価及び資格等に係る制度の運用の在り方等について検討を加え、その結果に

基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （令和６年６月19日法律第54号） 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法律による改正後のそ

れぞれの法律の施行の状況等について検討を加え、必要があると認めるときは、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 


